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令和４年度 遠軽地区広域組合財務会計システム更新業務委託に係る 

簡易公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

この要領は、遠軽地区広域組合（以下「当組合」という。）が委託する財務会計システム

更新業務委託の受託候補者を簡易公募型プロポーザル方式により特定するため、必要な事項

を定めたものである。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名 

令和４年度 遠軽地区広域組合財務会計システム更新業務委託 

（２）業務内容 

当組合にて運用している財務会計システムが更新時期を迎えるため、財務会計システム

と地方公会計（統一的な基準による財務書類作成）システムが一体となったシステムを構

築することで、当組合の構成町（遠軽町・湧別町・佐呂間町）公会計との連結財務書類等

の対応を効率化するもので、業務の詳細は、別添１「令和４年度 遠軽地区広域組合財務

会計システム更新業務仕様書」による。 

（３）委託期間 

契約日から令和５年３月３１日まで 

（４）委託業務に係る予算額 

６，２４６千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

※上記金額は、システム導入に関する費用及び令和５年３月３１日までの利用料、運用

保守、回線使用料等運用上必要となるすべての費用の合計額（インターネットアクセス

回線使用料を除く。） 

 

３ 参加資格 

本プロポーザルに参加を希望する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする 。 

（１）令和３・４年度遠軽地区広域組合競争入札参加資格名簿において、「物品・役務」の資

格を有していること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する

者でないこと。 

（３）遠軽地区広域組合競争入札参加資格者指名停止事務処理要領（平成１８年告示第３号）

第２第１項の規定による指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

（４）遠軽地区広域組合の契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成２５年告示第７号）の規定

により競争入札への参加を除外されている者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て及び民事再生
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法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者につい

ては、手続開始決定後の遠軽地区広域組合競争入札参加資格の再審査結果を有しているこ

と。 

（６）北海道内において、地方公共団体が発注した財務会計システム又は類似業務の受託実績

があること。 

（７）北海道内に本店又は支店等を有する者であること。 

 

４ スケジュール 

受託候補者の特定までの実施手順（概要）は以下のとおりとする 。 

内 容 期 間 等 

プロポーザルの公示 令和４年６月８日（水） 

質問書提出期限 令和４年６月２２日（水）まで 

質問書の回答 受付後、速やかに当組合ホームページ上において回答する。 

参加表明書等提出期限 令和４年６月２９日（水） 

企画提案書提出期限 令和４年７月６日（水） 

書類審査 令和４年７月１３日（水）予定 

審査結果の通知 令和４年７月２０日（水）予定 

契約 令和４年８月上旬を予定 

 

５ 参加申し込み 

プロポーザルへの参加を希望する者は、必要事項を記入の上、次のとおり書類を提出する

こと。 

（１）提出書類 

① 参加表明書（様式１） 

② 業務受託実績書（様式２） 

③ プロポーザル参加申込書提出後に提案を辞退する場合は、「辞退届」（様式６）を提

出すること。 

（２）提出部数 

   各１部を提出すること。 

（３）提出方法 

持参又は郵送（書留）により提出すること。 

（４）提出先 

紋別郡遠軽町１条通北３丁目１番地１ 

遠軽地区広域組合事務局総務課財務係 
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ＴＥＬ ０１５８－４２－７６００ 

ＦＡＸ ０１５８－４２－２１８４ 

電子メール syoubouhonbu@engarukouiki.jp  

（５）提出期限 

令和４年６月２９日（水）１７時００分まで 

 

６ 質問の受付及び回答 

（１）提出方法 

質問書（様式５）に質問事項を記載の上、持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メールにより提

出すること。なお、提出先は「５（４）」に同じ。 

（２）提出期限 

令和４年６月８日（水）から令和４年６月２２日（水）１７時００分まで 

（３）質問に対する回答方法 

質問に対する回答は、速やかに当組合ホームページ上において回答する。 

回答の際、質問を行った業者の名称は公開しないこととし、質問に対する回答は、本募 

集要領及びその他提供資料の追加又は修正とみなす。 

 

７ 企画提案書等の提出 

企画提案者は次に定めるところにより企画提案書を作成し、提出するものとする。 

（１）提出期限 

令和４年７月６日（水）１７時００分まで 

（２）提出書類 

① 企画提案書（様式３、様式３－１） 

 ア．提案事業者の会社概要について 

イ．パッケージ開発元の会社概要等について 

ウ．提案パッケージシステムの導入・稼動実績について 

② 提案書（任意様式） 

提案書については以下の事項について５０枚（１００頁）以内にまとめるものとする。 

提案書のサイズはＡ４縦（Ａ３横の場合はＡ４版に織込む。）とし、任意様式にて作

成すること。 

ア 提案システム導入の考え方について 

（ア）基本的な考え方 

（イ）システムの導入手法 

（ウ）導入スケジュール 

（エ）コスト縮減の考え方 

イ システムの基本的な機能概要について 
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（ア）提案システムの特徴 

（イ）提案システムの業務毎の機能・操作性 

ウ 安全性・信頼性対策について 

（ア）安定稼動の仕組、データ保護、バックアップ等 

（イ）セキュリティ対策への基本姿勢と具体的内容 

エ システム保守、運用・維持管理等について 

（ア）システム保守の内容 

（イ）障害発生対応のサポート体制とサポート内容 

（ウ）法改正への対応方法 

（エ）コスト削減の考え方 

オ 操作研修・サポートについて 

（ア）職員等に対する操作研修内容及びスケジュール 

（イ）システム稼働後のサポート 

カ 現行システムからのデータ移行について 

（ア）データ移行の方針 

（イ）移行方法、具体的作業手順 

③ 財務会計システム機能要件確認書（様式４） 

システムの各機能要件について、提案事業者が提案しようとするシステムにおける対

応状況を、対応区分欄に次の区分により記入。 

なお、対応状況は提案時点のものとする。 

【対応区分】 

 ア 標準で対応又は運用開始までに対応可能 

イ カスタマイズせずに代替機能で要件を満たせる 

ウ カスタマイズ又はオプションで要件を満たせる 

   （当該オプション、カスタマイズ経費について、機能要件・確認回答書の該当項目 

のカスタマイズ金額欄に参考見積額として記入すること） 

エ 機能を有していない又は、対応できない 

④ 参考見積書（様式４） 

参考見積書は、次により作成すること。 

  ア 財務会計システム更新・導入にかかる費用 

    初年度は、システム導入に関する費用及び令和５年３月３１日までの利用料、運 

用保守、回線通信料等運用上必要となるすべての費用の合計額（インターネットア 

クセス回線使用料を除く。） 

イ システム導入後にかかる維持管理費用 

    令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの１年間に要する維持管理費用 

ウ システム更新・導入初年度の費用及び５か年の維持管理費用の総額 
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（３）提出先 

提出先は「５（４）」に同じ。 

（４）提出方法 

上記提出先へ直接持参又は郵送による。なお、郵送により提出する場合は、簡易書留と 

し上記提出期限までに必着すること。 

（５）提出部数等 

紙媒体９部（正本１部、副本８部） 

（６）その他 

提出期限後の提案書の追加・修正・差し替えは一切認めない。なお、必要に応じて追加 

  資料の提出を要請する場合がある。 

 

８ 選定手順 

（１）審査 

① 当組合が設置する簡易公募型プロポーザル選考委員会（以下「委員会」という。）に

おいて、企画提案書の内容、システム機能要件、所要経費額について書面審査により総

合的に評価し、最も高い評価を受けた者を委託候補者として特定する。 

② 提案者が１者のみの場合は、すべての審査項目について各委員の合計得点の平均が６

割以上で、かつ選考委員会により承認されたものについて、当該提案者を委託候補者と

して特定し、６割未満の場合は再度公募を実施する。 

③ 提出のあった提案書等については書面審査により選考し、プレゼンテーション等は行

わない。 

④ 書面審査は非公開で実施する。 

（２）評価の基準 

別添２「審査基準」に基づき評価する。 

（３）結果の通知 

企画提案書等を提出した者には、書面（郵送）で特定又は非特定の通知を行うものとす 

る。（令和４年７月２０日頃を予定） 

（４）選定結果の公表 

選定結果について、企画提案者ごとの得点を当組合ホームページに公表するものとす

る。ただし、企画提案者名については、最優秀提案者以外公表しないものとする。 

 

９ 参加者の失格 

次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

（１）提出期限内に企画提案書を提出しない場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）「３ 参加資格」を満たさなくなった場合 
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（４）審査の透明性・公平性を害する行為があった場合 

（５）見積書の見積額（税込）が上記２（４）の上限額を超えている場合 

 

10 その他留意事項 

（１）本プロポーザルに参加する費用は、すべて参加者の負担とする。 

（２）提出書類の取扱い 

① 提出された書類は、返却しないものとする。 

② 提出された書類は、当該審査以外の目的で提案者に無断で使用しない。 

③ 提出書類の著作権等の取扱いについては、提案参加者に帰属する。ただし、当組合が

本プロポーザルの報告、公表等について必要とする場合に限り、企画提案者の全部又は

一部を無償で使用することができるものとする。 

（３）その他留意事項 

やむ得ない事由等により、プロポーザルを実施することができないと認められる場合は、 

  プロポーザルを中止することがある。なお、この場合において、当該プロポーザルに要し

た経費を当組合に請求することはできない。 

（４）契約に関する留意事項 

① 本事業に係る契約は、導入経費については委託契約を、５か年必要経費については利

用料契約を締結するものとする。 

② 本事業に係る契約金額の支払は、導入経費分（令和５年３月３１日までの利用料を含

む。）は一括支払とし、令和５年４月１日以降については、別途クラウドサービス利用

契約を締結し、利用料を毎月支払うものとする。 

 

11 担当課（問い合わせ先） 

紋別郡遠軽町１条通北３丁目１番地１ 

遠軽地区広域組合事務局総務課財務係 

ＴＥＬ ０１５８－４２－７６００ 

ＦＡＸ ０１５８－４２－２１８４ 

電子メール syoubouhonbu@engarukouiki.jp 
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別紙 

 

提出書類一覧 

参加表明関連 

参加表明書 様式１ 

業務受託実績表 様式２ 

企画提案書提出関連 

企画提案書 様式３－１ 

提案事業者の会社概要について 

様式３－２ パッケージ開発元の会社概要等について 

提案パッケージシステムの導入・稼動実績について 

参考見積書 様式４ 

質問関連 質問書 様式５ 

参加辞退関連 参加辞退届 様式６ 

１ 様式１～６はＡ４版縦で提出のこと。 

２ 企画提案書提出時は、様式３－１、３－２の順にセット組みし、必要セット数分を提出す

ること。 


